原油･原材料価格の急騰、不公正な取引の是正を求め、
全商連・全労連が共同で公取委､中企庁に要請。中小企業関連対策を公表
　　　　　　　　　　　　　　　　

日　時　　11月28日10時半～　公正取引委員会
13時～14時　中小企業庁　
参 加 者　嶋岡千年・全商連常任理事、竹原幸雄・東商連常任理事、伊藤圭一・全労連調査政策局長、中島・全労連、建交労、ＪＭＩＵ、出版労連、民放労連
応対者　　公正取引委員会企業取引課、中小企業庁取引課、同　金融課企画第1係　他
要請と回答の概要（各団体からの要請は後掲）
<公正取引委員会>
1 公正取引の制度としてどうすることが可能か、十分検討したい、
2 価格転嫁問題では、『ポイント解説・下請法』を8万部作成して親事業者などに配布し指導中、
3 11月27日付「下請取引の適正化について」の通達を発し、親事業者約2万社、関係業者団体616団体に送付、
■下請取引の適正化等に係る通達の発出について　<http://www.meti.go.jp/press/20071127004/20071127004.html>
4 個別事件に接した場合は厳正に対応するので連絡してほしい。親事業者の名簿などがあれば文書配布もできるので提供してほしい、
5 マスコミ関係は重点調査をしてきたが、特別調査もしたい、⑥不公正取引への罰則強化は「課徴金」とする方向で「賠償金」も含め今後の議論。

<中小企業庁>　取引課
1 6月に7業種「ガイドライン」を作成、指導中、
2 11月の下請取引推進月間で「ガイドライン」を説明。国土交通省も「建設業のガイドライン」を作成、近く「トラック」もつくる、
3 11月27日付通達（公取委と連名）、
4 「ガイドライン」を守らせるため、説明、指導の機会を増やし、是正していきたい、
5 違反企業名を言えない場合など、名前を伏せて相談してほしい、
6 親事業者、下請事業者の調査とも回収率が良くない。労組からも協力要請の要望。
<中小企業庁>　金融課
①政府系金融と保証協会には年末の資金需要に対応する通達を出す、
②民間金融について金融庁、全銀協などにも要請したい、
③建築関係の中小企業救済策として、低金利、条件変更等のセーフティネット保証、15業種に広げた、
④原油高対策は政府系金融で返済繰り延べのセーフティネット貸付
■原油価格上昇の影響調査について（11/27発）

<http://www.meti.go.jp/press/20071127002/20071127002.html>
■参照：11/27、改正建築基準法の施行に伴なう影響に対して、建築関連中小企業者への金融の円滑化を図るため、セーフティネット保証（５号）の対象業種の追加指定
<http://www.meti.go.jp/press/20071127001/20071127001.html>
▼各団体からの要請内容の概要
◎東商連：「原材料価格での影響調査」を示し、クリーニング店、個人タクシー、運送業、飲食店、塗装業などで10～20％、30％の仕入れ価格値上げをお客さんに転嫁できず、経営への影響が月額3万～20万円の負担増になっている実態を紹介。政府・自治体への要望として「ガソリン税の減税」「高速道路料金の値下げ」「便乗値上げに対する罰則強化」や、「返済繰り延べ措置」「金利ゼロの制度融資」などを求めた。

◎全商連：「07年下期（9月期）営業動向調査」の特徴を報告。原材料・仕入れ商品の急上昇で収益がいっそう悪化している状況を説明、また建設業で建設基準法改正にともなう確認申請業務が滞り、設計段階で仕事が滞留、価格形成にも影響し、「行政トラブル不況」になっていると訴えた。また、建設業、製造業では見積もり基準のある事業所の8割が「値引の強要がある」と回答している不公正取引の実態を告発した。
◎建交労：「08年トラック運輸取引動向アンケート調査」を示し、①運賃交渉が荷主の主導権で行われている、②軽油上昇分の運賃転嫁がまったくできていない、③収益悪化の主な要因は燃料費など運行コストの増加、④経営状態悪化の対策として、高速道路の使用制限、運賃引き上げ交渉、役員報酬の引き下げ、下請け・傭車・派遣の活用、⑤不公正取引では、協力金・賛助金の取り立て、一方的な運賃カットなどが絶えない実態を紹介。

◎ＪＭＩＵ：一時金交渉で回答が出せない理由に「素材・鋼材の値上がりを販売価格に転嫁できない」という企業が増えている実態を紹介。
◎出版労連（出版ネッツ）：「出版産業下請法違反の事例」を5件紹介し、減額、支払遅延、書面交付義務、書類保存義務、買いたたき、やり直しなどが横行している実態を紹介。口約束の契約、料金が発注者から一方的に提示、料金が決まる時点が不明確などの不公正取引の是正を求めました。民放労連は、東京キー局の美術子会社が下請の美術各社（大道具・小道具など）に対して「決算の赤字」を理由に「すべて5％の減額」を強要した事例などを紹介し、「書面交付、支払期日は改善されたが、優越的地位の濫用による不公正取引は是正されていない」ことを強調。

◎全労連・春闘共闘：成長力底上げ戦略推進円卓会議で示された「最賃引き上げと中小企業支援策」を引き続き具体化、推進していくことを要望するとともに、キヤノン、トヨタ自動車を含む主要12社の「08年版主要企業の企業通信簿」や「主要企業・持株会社（計288社）の連結内部留保」（ビクトリーマップ）を示し、下請中小・労働者いじめによる利益拡大を説明。

